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]. 序 

].n 研究の背 温 

石油化学コンピナートをめぐる 国際情勢は、 近年ダイナミックに 

変化している。 欧米の石油化学産業は、 事業・経営統合を 操り返し、 

競争力を有する 分野での事業拡大を 図っている。 一方、 アジアの石 

油化学産業では 旺 盛な国内需要及び 低廉な原材料や 労功力を背景に、 

汎用製品分野における 事業を拡大している。 このような状況の 中で、 

日本の石油化学コンビナートが 国際競争力を 維持していくためには、 

新たな方向性が 必要とされている。 

].2 研究の焦点 

コンビナートとは、 「生産工程の 一頁 性 ・多角性を効率よく 実現す 

ることを目的として、 一地域に計画的に 結合された工場の 集団」で 

あ る。 す な れ ち 、 コンピナートはその 形成過程において、 特定地域 

における特定産業の 集積を政策的手段により 達成することを 目的と 

しており、 その点において 規模の経済の 追求を宿命としている。 

日本の石油化学コンビナートは 高度成長期には 重化学工業におけ 

る産業基盤として 日本鹿済を牽引してきた。 しかし、 1980 年代以降 

の安定成長期以降、 内需減少及びアジア 諸国の台頭の 中にあ って、 

過剰設備に起因する 過剰競争により、 護送船団方式による 業界体制 

維持は限界を 迎えている。 近年、 相次ぐ事業・ 経営統合や対 中 特需 

により一時的回復傾向は 見られるが、 日本の石油化学コンピナート 

は本格的再編を 実現しない限り 外的要因に翻弄され 続けるといえ、 

極めて脆弱な 基盤の上にあ るといえる。 

本研究では、 日本の石油化学コンビナートが 抱えるこの宿命的劣 

位構造を克服すべく、 指針を示唆することを 目的としている。 

  

-     上上 成 ( 些珊 a__       
・ ロ 屯壊 " 。 妬心 

  

囲 ]  日本の石油化学コンピナートの 劫争 要因ま化 

2. コンビナートにおける R6D 戦略 

2.1 石油化学コンビナートの 現況 

2008 年北京五輪、 2010 年上海国 捺 万博を背景とした 対中特需及び 
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，渡辺 千何 ( 東工大社会理工学 ) 

その需要に対する 多国籍企業の 積極的市場拡大戦略により、 世界の 
石油化学産業は 成長を続けると 見込まれている。 日本の石油化学産 

業も対中特需を 背景に石化汎用製品の 捻出が急増しており、 近年の 

業績は極めて 好 誠であ る。 

しかし地政学的視点から 僻敬 した場合、 日本の石油化学コンビナ 
ートは、 資本が異なる 多数の企業により 多数のストリームが 構成さ 

れており、 欧米諸国に比較すると 規模の経済の 面で劣っている。 ま 

た、 長期的に見ると、 石化汎用製品は 国内供給過剰の 傾向にあ り、 

一時的な対中需要はあ るものの、 価格競争力に 優れたアジア・ 中東 
諸国におけるコンビナートとの 競合により将来的には 苦しい経営に 

陥ると予測されている。 
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母 2  日本の石油化学コンピナート 分布 

2.2 石油化学コンビナートにおける 研究開発戦略 

この宿命的出校劣位構造を 克服すべく、 国内の石油化学コンビナ 

一ト では構成企業各社が 連携することにより 様々な研究開発が 進め 

られている。 その方向性は 以下の 4 つに分領する。 

(1). オペレーションの 高度化 

(2). エネルギー・リサイクル 事業への展開 

(3). 中核となる製品によるストリーム 形成 

(4). 企業集積によるケミカルクラスター 形成 

0]). オペレーションの 商ま 化 

石油化学コンビナートの 運営効率化は、 従来一社単独の 取り組み 

が多く、 その効果も限定的なものであ った。 しかし、 近年、 石油精 

製と石油化学企業の 経営面での連携や 情報技術の急速な 進展を背景 
に、 コンピナートを 構成企業間における 一体的運営によるオペレー 

，ンコ ンの高度化が 行われている。 

石油コンビナート 高度統合運営技術研究組合 (RING) は、 このよ 

うな高度統合運営に 関わる技術開発を 、 「コンピナート・ルネッサン 
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ス 事業」として 経済産業省からの 補助金の交けを 受けて 2000 年度か 

5 行っている。 

第一次研究開発事業では、 石油精製や石油化学産業等の 18 社が参 

画した組合事業として、 2000 ～ 2002 年度の 3 年間にわたり 5 地区の 

コンビナートで 研究開発を行った。 また引き続き 第 2 次研究開発事 

業 では、 2003 ～ 2005 年度までの 3 ヵ年計画で、 22 社の参画により 全 

国 5 地区 7 つの高度統合運営事業を 実施している。 

木立地区白石工 ミ Ⅰ 温 、 ジャパンエナ 九時 的 祐吉士 珪宙珪 システム投荷Ⅱ 尭 
ジー、 三 珪化学．旭化成化半エ 

栗 、 山 Ⅰ石油化学 

川田地区東 儂せ ネラル石油、 キヴ ナス石油Ⅰ仮泊再度 れ合 処理 技百 胡鬼 
打 典 、 昭和シェ lL 石油、 東Ⅰ石油 

梅山地区田先史 ま                   ， i6A ， 3>f ， >@H@@fl@<g ， >X-7 ， Att@@MK 

日本ゼオン、 トクヤマ． 日 * Ⅰ 帝   
東 ソー、 式日 荻 & エ 莱 

コ 月内地目百姉ま、 コスモ石油 
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表 2  RlNG 第二次研究明 尭ウ業 

( 宇部興産の「ラクタムチェーン」 ) 
宇部興産はナイロンの 原料であ るカプロラクタムの 原料工程及び 

製造工程から 派生した製品群を「ラクタムチェーン」と 称し、 製品 

性能強化と高付加価値化により、 カプロラクタム 関連製品全体の 競 

争力を高める 戦略を取っている。 
( 東ソ 一の「 ビ ニル・イソシアネート・チェーン」 ) 

東ソーは、 電解設備からの 塩素の競争力を 最大限生かした「ビニ 

ール・イソシアネート・チェーン」を 構築し 、 塩ビ樹脂原料にウレ 

タン原料事業を 加えた事業の 強化を図っている。 

(4). 企業葉枕によるケミカルクラスター 形成 

( 水素フロンティア 山口推進構想 ) 
ソーダ工場ははじめとするコンビナート 構成企業からの 前生水素 

を活用し、 水素・燃料電池に 関わる技術研究を 実施することによっ 

て、 地球温暖化対策の 推進と新たな 環境産業の育成を 図る。 

( 四日市地区の「技術集積活用型産業再生侍医」 ) 
四日市コンピナートにおいて、 今まで蓄積してきた 技術、 人材、 

インフラ等の 集積や近接する 電気・名子・ 自動車産業などが 存在す 

6 強みを活かし、 高付加価値型や 次世代産業への 展開を加速し、 国 
際競争力のあ る産業集積地としての 再生を果たす。 

2.3 コンピナートポテンシャルの 定接 

コンビナートは、 工業用地、 エネルギー、 既存設備等の「物理 ポ 

テンシャル」及び 複数企業の連携、 研究者の集積による「技術 ポテ 
ンシャル」を 有しており、 この 2 つの「コンビナートポテンシャル」 

を 戦略的に活用することにより、 コンビナートの 比較優位にっ なげ 

ることが可能であ る。 このコンピナートポテンシャ 1 しな 最大限に オ @j 

用 した研究開発戦略を 立案するためには、 各コンビナートによって 

異なる「物理ポテンシャル」及び「技術ポテンシャル」を 定量化し、 

(2). エネ、 ルギー・リサイクル 事業への展開 
その相互ダイナミズムを 解明する必要があ る。 

石油化学コンビナートは、 臨海部に広大な 敷地を有しており、 ま 集租の メリット 

た物流システムや 電気、 工業用水等のエネルギーシステム 等の産業 
技街ポ テンシャ JL 

基盤を保有している。 これら物理的基盤活用によるエネルギー・ リ 
    

サイクル事業への 展開が盛んに 行われている。   
( 事例 : 局 南地区の環境対応型コンビナート )   

山口県の周南地区コンピナートでは、 「環境対応型コンビナート 特 

区 」として構造改革特区区域認定に 基づく特例措置の 適用を受け、 

①特定供給の 緩和による電力融通の 弾力的運用、 ②コンピナート 電 
  

勒理 ポテンシャル   
カインフラ整備による 本格的な電力相互融通の 実現、 ③コンビナー 

ト 共同コージェネ 火力発電施設の 設置、 を段階的に実施することに 規棲め メリット 

より、 コンビナート 企業グループ 全体の更なるエネルギー 消費の高 ロ 3 コンピナートポテンシャ JK の 定接 

効率化、 二酸化炭素排出量の 削減及び国際競争力の 強化に取り組ん 

でいる。 

( 事例昭和電工川崎事業所におけるケミカルリサイクル 事業 ) 3. コンビナートポテンシャ ) しの計測 

昭和電工川崎事業所は、 東日本唯一のアンモニア 生産・供給拠点 

として年間 12 万七の生産実績をもち、 自家消費分を 除く 9 万 止 を販 3.] R&D スピ /L オーバーとは 

克 して、 販売シェア業界第 1 位の地位を誇っている。 
昭和電工川崎事業ではこの 既存設備を生かして、 使用済みプラス 技術革新の動態メカニズムは 自らの直接的な 研究開発投資と 合わ 

チックを原料とするアンモニア 製造事業が実施しており、 アンモニ せて、 ハイテク設備に 体化した技術 ( 獲得技術 ) や人の交流・ 資本や 

ア 事業の新たな 原材料多様化、 コスト競争力強化の 方策としている。 中間財の調達に 付随して流入する 技術等の他者の 行った技術成果の 
流入に少なからぬ 影響を受ける。 このように研究開発活動が 外部性 

(3). 中核となる製品によるストリーム 形成 を 持つ経済活動として、 研究開発の実施主体のみならず、 社会全体 

国際競争力を 有する製品を 中核にストリームを 形成することによ の生産性向上に 貢献することを「 R&D スピルオーバー」と 呼ぶ。 こ 

り 、 石油化学コンビナートの 差別化を図る 取り組みが行われている。 の R&D スピルオーバー 効果を分析することにより、 コンビナートポ 
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テンシャルの 定量化を試みる。 

3.2 R&D スピルオーバ 一の 2 つの 怪路 

研究開発の成果は 、 次の 2 つの径路によって 他産業にスピルオー 

バーして行く。 

朋 にな化された ス 

    ズ ビルオーパー 

R 五 D スピ lL オ 一パ @ 

    在 公共射的 技待捷 Ⅰ 
のスピルオー @ く 一 

日 4 R&D スピ 」レオーパ一の 2 つの径路 

経路①財に体化されたスピルオーバ 一 

企業が購入する 中間財や投資財に 研究開発の成果が 体化されて 
いくことにより 起こるスピルオーバ 一であ る。 他の企業が研究開発 

を実施し財の 品質や性能が 向上すれば、 その財を投資財、 中間財と 
して購入している 企業は間接的に 研究開発による 恩恵を受けること 

になる。 例えば、 化学企業における 機能性素材の 高性能化による 精 

密機械工業における 新規製品開発などが 考えられる。 

経略②公共財的技術 知講の スピルオーバー 

もうひとっの R&D スピルオーバ 一の経路として 中間財・投資財を 

介さない、 知識・情報そのものの 直接のスピルオーバーが 考えられ 

る。 知識・情報のスピルオーバーは 中間財・投資財とは 異なり、 企 

業間や産業間の 取引とは関係なく 存在する。 知識や情報はその 公共 

財的性質ゆえに、 極めて小さい 費用で獲得することができる。 研究 

開発により新たに 得られた技術知識などは、 研究開発実施主体の 意 

図 にかかわらず、 学会活動・業界交流・ 特許利用・技術者や 研究者 
の移動によりかなり 自由に伝わっていく。 さらに、 リバースエンジ 

ニアリンバ ( 分解工学 ) により製造技術が 漏出するルートも 考えられ 

る。   
Ⅰ内の石油 "" 一一 7% " " 

    " 穏托計ま 地区分Ⅰ """ 。 コンピナート   
千文地区                               

Ⅰ出先共産・ 千宙 

一 三井化学・ 市 

接浜 ・ 川埼 
・ 柑 須賀地区 

毘 ・ ぬド 可内地区 

。 名 " " 。 南地区 

以南地区 

% ロ地区 

用 南地区 

大分地区 

  九丹石油化学・ 干拓   
                  大板 

一玉珪化学・ 四日市 

    一束 ソ 一・四日市 

一 - 三さ ィヒ牛 ・水田 
  
一 """ 。 ' 。 "" " れ 

一三井化学・ 岩角大竹   
            大分 

田 6 工業挽材表に 基づく 

国内石油化学コンピナートの 分ョ 

 
 

 
 

日 7 コ 

3.3 コンピナートにおける R&D スピルオーバー 

財に体化されたスピルオーバーは、 Te 日 eckyj(1974) 、 後藤 (1993) 

等に従い、 「技術フローマトリックス」により 作成することができる。 

また、 公共財的技術知謀のスピルオーバーは、 Jaffe(1986) 、 後藤 

(1993) に従い、 「技術距離」の 概念により作成することができる。 
本分析では、 コンピナートストリームにおける 物理的連関性が 研究 

開発に与える 影 缶を重視し、 「技術フローマトリックス」を 利用し、 

R&D スピルオーバー 効果を分析する。 

いま 第 i 産業が生産し 第 j 産業へ販売する 中間財に体化されてい 

る技術フローを 次式の t Ⅱにより定義する。 

tij コ句・ Ei 

(aij は 第 i 産業の生産量のうち 第 j 産業へ販売される 比率、 Ei は 第 i 

産業の研究開発費 ) 
以上の方法により、 「石油・石炭」、 「化学」産業における 技術フロ 

ーマトリックスを 作成する。 

  
11 １１ ，， 叩 寺 ，・ 耳断 M 皿 ロ， - ウ曲 れ   

扶百 フロー @y トリ Ⅰクス 
( 研究 苗 允文棚竜夫 r 七字」、 r 石油・石炭 珪案 」 ) 

宙仮 

コンピナートにおけ 手技 帝フ Ⅰ 一 アトリツクス 
工業枕許表を 利用し、 各 坦 三 の 卍 七品出荷 憶 に基づき按分 

oUTP 折                                           圭ニ 宝冬 弓 @ --@  一一一 -@          -                           
/ 技帝 フロ - マ トリ Ⅰ クス 

のレダー チ ヤート 化   / 
  一一       一一 

坤 5 分析 手頂 

"" Ⅱ 6 
用 南地区   

ンビナートにおける 技術 

""""""l 横須 " 地 " 
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笘は 産業へ展 弗 

由 8  R&D スピルオー パ 一の 甘造 マップ 

4. 今後の方向性 

4.] まとめ 

以上のことから、 技術フローマトリックスを 利用し R&D スピルオ 

ーバー効果を 分析することにより、 コンピナートポテンシャルを 定 

量化できる可能性があ ることがわかった。 

4,2 今後の課題 

(1). 「技術距離」による R&D スピルオーバ 一の測定 

本研究では、 コンビナートの 持つ物理ポテンシャルに 特に着目し、 

「技術フローマトリックス」を 利用し R&D スピルオーバー 効果の分 

析を行った。 しかし、 今後の新たなコンビナートのあ り方として、 

研究機関集積による 知的クラスター 形成など、 コンビナートの 物理 

的制約から解放された 戦略も立案されている。 従って、 その財に体 

化されない R&D スピルオーバ 一についても、 時間軸による 変遷も考 

慮しつつ「技術距離」によって 計測する必要があ る。 

(2). 構成企業間のスピルオーバー 

実際にコンビナートを 分析対象とし、 そのコンビナート 構成企業 

間の R&n スピルオーバーを 計測することによって、 実証分析を試み 

る必要があ る。 
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